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住民監査請求書 
２０１９年５月１５日 

 

名古屋市監査委員 御中 

 

請求人   内 田  隆 

 

 

連絡先      名古屋市中区丸の内３丁目７番９号  

チサンマンション丸の内第二３０３ 

名古屋市民オンブズマン  

電話番号 052-953-8052 FAX052-953-8050 

 

請求人代理人弁護士 新 海 聡 

 

同      滝 田 誠 一 

 

第１ 請求の要旨 

１ 事実経過 

（１）名古屋市会では、平成３０年１１月１９日〜１１月２０日の日程で、

神戸、京都方面の視察（以下「本件議員視察」という。）をおこなった。

この視察で、名古屋市は議員一人あたり、宿泊費として金１６，５００

円、日当金４，９５０円、交通費として金２１，２１０円を支出した。 

（２）この視察期間中の１１月１９日、名古屋市会議員と随行の職員らによ

る飲食を伴う懇親会が開催された。この懇親会の席上、議員ふじた和秀

は他会派の議員Ｘに対し「クズ。ごみ。」「廃棄物。」などと罵詈雑言を浴

びせ、さらにはＸの頭をたたくなどの暴行をおこなった（以下「行為１」

という。）。 

（３）また、同懇親会において、議員西川ひさし、議員成田たかゆきは他会
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派の女性議員 Y に対し「俺とチューしよう。」「俺とキスしよう。」など

と申し向け、議員Ｙが嫌がるにも関わらず、かかるセクシャルハラスメ

ント行為を行った（以下「行為２」という）。 

（４）行為１，行為２についてはこれを録音する者がおり、視察終了後、録

音が報道機関の手に渡って報道されたため、行為１，行為２を全国民の

知るところとなった。 

（５）なお、行為１について議員ふじたは、自ら行ったことを認めつつ、飲

酒のために憶えていない、とし、議員西川、議員成田は認否を明らかに

していない。 

２ 名古屋市に対する不法行為損害賠償責任 

（１）議員ふじた、西川、成田は行為１、行為２が公務ではなく、プライベ

ートな席上での出来事であることを強調し、特に責任をとっていない。 

（２）しかし市民は、酒の失敗は本人の責任であることを常識として認識し

ており、責任をとろうとしない議員ふじた、西川、成田の行為を通して、

全国の市民は名古屋市会の自浄能力の喪失や議員倫理の腐敗堕落の象徴

と評価している。 

（３）ところで、行為１，行為２は、Ｘ、Ｙに対して、損害賠償義務を発生

させるのみならず、場合によっては刑事事件となる可能性すら存在する

深刻な違法行為である。しかも、この懇親会は、本件議員視察が行われ

なければ実施されなかった懇親会であって、公務そのものではないにし

ても、公務に密接に関係する行為であり、名古屋市会を代表する者とし

て、常に他の市民の目を意識して、自己を規律する最低限の義務を名古

屋市に負っている筈である。これは名古屋市に議会倫理条例がないから、

いかなるご乱行も許される、というものではなく、選挙によって選出さ

れた議員として、名古屋市との関係で当然に要求される義務ということ

ができる。 

（４）本件議員視察において名古屋市が交付した費用一人あたり４２，６６

０円は、本件議員視察をただ行うことを目的として交付されたものでは

なく、その視察の方法が名古屋市会議員の行為として的確に行われるこ



3 

とを前提とするものであるから、行為１の当事者のふじた、行為２の当

事者の西川、成田は的確な視察を行わなかった、という点において、視

察経費を違法に収受し、名古屋市に損害を与えたと言える。 

 さらに、両名は、対外的に名古屋市会の自浄能力の喪失や議員倫理の

腐敗堕落を印象づけ、名古屋市の名誉を毀損した。一般的に不祥事を行

った政治家は、議員報酬の一部または一定期間の議員報酬の全額を返納

するが、これは、行政への不信感を生じさせたことに対する慰謝料の支

払いとして定着したものと見ることもできる。この観点からみて、議員

ふじた、西川、成田は、上記本件議員視察の費用のみならず、これにあ

わせ、視察を行った平成３０年１１月の議員報酬である８４１，５００

円も、名古屋市への名誉毀損の慰謝料として賠償すべきである。 

（５）よって、議員ふじた、西川、成田は名古屋市に対し、一人あたりの本

件議員視察の費用４２，６６０円と、本件議員視察が行われた一月分の

議員報酬８４１，５００円を合算した８８４，１６０円を名古屋市に賠

償すべきである。 

 

第２ 求める措置 

 以上の通り、名古屋市が議員ふじた、西川、成田に交付した本件議員

視察の費用一人あたり４２，６６０円と、本件議員視察が行われた平成

３０年１１月の一人あたりの議員報酬８４１，５００円は名古屋市の損

害であり、名古屋市長は民法７０９条に基づいてこれを請求すべきであ

るから、監査委員は市長に対し、次の措置を講ずるよう、勧告すること

を求める。 

 

記 

名古屋市長は名古屋市議ふじた、西川、成田に対し、ひとりあたり金

８８４，１６０円を名古屋市に賠償させるための必要な措置をとること。 

 

 

以上の通り、地方自治法２４２条１項に基づき、事実証明書を付して監

査委員に対し、本請求をする次第である。 
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事実証明書 

証拠１番      本件議員視察の費用内訳 

証拠２番      行為１、行為２の録音（テープ起こし） 

 

 

添付書類 

事実証明書の写し         各１通 

委任状               １通 
















